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令和５年度 飾区監査基本計画  
                                            

  令和５年４月５日  
                        監 査 委 員 決 定 

１ 基本方針  
監査委員は、地方自治法により設置された独立した執行機関として、区

民の負託を受け、公正不偏の立場から財務に関する事務の執行及び経営に

係る事業の管理について監査等を行い、適正かつ効率的な行財政運営を確

保することを責務としている。  
昨年、本区においては、不適切な事務処理による事例が続いたが、この背景

には、区民要望の多様化や情報化の進展などにより、業務が高度化・複雑化・

広範化していることや、若年層の職員比率の増加などもあり、職員の基本的な

知識の欠如や確認不足などから、事務処理におけるリスクが高まっていること

が考えられる。これらのリスクに対処し、不適切な事務処理を減らしていくた

めには、管理監督者が現行の事務処理の再点検を行い、チェック体制を再構築

するなど、組織として対策を講じていくことが必要である。 
こうした状況を踏まえて、令和５年度の監査は、事務処理上のリスクを明

らかにするとともに、各課が主体的に行う内部統制の実効性を向上させてい

く観点から、以下の基本方針のもとに実施する。 

 

（１）事務事業や予算執行が、法律・条例等に基づき適正、正確かつ迅速に

処理されているかを審査する。その際、事業の経済性や有効性、効率性

などの観点にも十分に留意して行う。  
（２）監査対象のリスクを考慮し、効果的・効率的な監査等を行うとともに、

公金の管理方法や組織としての事務処理のチェック体制など、各課が主

体的に行う内部統制の状況を確認し、事故やミスの防止対策に向けた支

援を行う。  
（３）監査の実効性を高めるため、問題や誤りの発見だけでなく、指摘及び

勧告に基づき講じた措置の報告を求めることにより、改善状況を的確に

把握し、再発防止の徹底に向けてフォローアップを行う。  
（４）監査結果等を教材にそれぞれの職場が事務処理上の問題点の発見や是正、

業務改善を行うなどの自浄作用につなげられるように、全庁的な周知を行う。 
（５）区民の負託に応えるため、監査結果等は、区民にわかりやすい内容・

表現で、速やかに公表を行う。 
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２ 監査基本計画 

葛飾区監査基準に基づき、令和５年度の監査基本計画は、次のとおりと

する。また、各監査区分の詳細については、各実施計画において定めるも

のとする。 

（１）定期監査 

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が法令に適合し、

正確で、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営

の合理化に努めているか、監査対象を３つに区分して以下のとおり実施

する。 

  ・ 第１回定期監査は、庁内各課等を対象に４月上旬から１０月中旬の期

間に実施する。 

・ 第２回定期監査は、教育委員会事務局及び学校を対象に９月下旬から

２月上旬の期間に実施する。 

・ 第３回定期監査は、庁内以外の事務所及び行政委員会を対象に１２月

下旬から３月下旬の期間に実施する。 

（２）工事監査 

計画、設計、積算、施工等の各段階において、主として技術面から当

該工事等が適正に行われているか、年２回監査する。また、併せて、抽

出した工事現場について監査委員による実地監査を実施する。 

 ・ 第１回工事監査は、４月上旬から１０月中旬の期間に実施する。 

・ 第２回工事監査は、９月下旬から３月下旬の期間に実施する。 

（３）行政監査 

事務の執行が法令に適合し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げ

ており、その組織及び運営の合理化に努めているか監査する。なお、行

政監査は、必要に応じて実施することとし、テーマは、監査委員の協議

により決定する。 

（４）財政援助団体等監査 

補助金、交付金、負担金等の財政的援助を与えている団体及び公の施

設の管理を行わせている団体の当該財政的援助等に係る出納その他の事

務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行われているか監査する。 

監査対象は抽出により選定し、９月上旬から２月上旬までの期間に実

施する。 

（５）決算審査 

決算その他関係書類が法令に適合し、かつ正確であるか審査する。な

お、決算審査は、７月中旬から８月下旬までの期間に実施する。また、
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各部の主要事業を選定し、所管部課長から事業内容、成果等を聴取して

調査を行う。 

（６）基金運用状況審査 

基金の運用状況を示す書類の計数が正確であり、基金の運用が確実か

つ効率的に行われているか審査する。なお、基金運用状況審査は、決算

審査に併せて実施する。 

（７）健全化判断比率審査 

健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が法令

に適合し、かつ正確であるか審査する。なお、財政健全化判断比率審査

は、決算審査に併せて実施し、所管部課長から内容を聴取して調査を行

う。 

（８）例月出納検査 

会計管理者が行う現金等の出納・保管事務が正確に行われているか検

査する。なお、例月出納検査は、月１回実施するものとし、実施日は原

則として２４日とする。 

（９）住民監査請求に基づく監査 

  請求に基づき、区の執行機関等の違法・不当な財務会計上の行為又は

怠る事実を是正し、区民全体の利益を確保する見地から監査する。  
（10）その他の監査 

（１）から（９）に掲げるもののほか、法令の規定により監査委員が

行うこととされている監査、検査、審査その他の行為については、法令

の規定に基づき、実施する。 

 

３ 監査の年間予定 

別表「令和５年度監査スケジュール」及び「令和５年度監査実施時期一

覧」のとおりとする。ただし、隔年等で監査を予定している職場であった

としても、過去の監査における指摘事項等の状況によっては、実施時期を

前倒しする。 

 

４ その他 

監査事務の効率性及び各事務事業の適正把握のため、事前に必要な資料

の収集、分析等を行う。 



(別　表)

令和5年4月5日

第１回 4月上旬から 主に　　　　
（庁内等） 10月中旬まで 令和４年度

 教育委員会事務局、中央図書館

 小学校49校、中学校24校、 特別支援学校1校、
 幼稚園2園、地域図書館6か所

(実施個所は抽出）

 清掃事務所、障害者施設課、西生活課、東生活課、

 保健所、保健センター4か所、子ども家庭支援課 、

 児童相談所開設準備室、会計管理室、監査事務局、

 選挙管理委員会事務局、区議会事務局

主に　　　　

令和４年度  地区センター19か所、区民事務所6か所、

令和５年度  消費生活センター、シニア活動支援センター、

 児童館25か所、学童保育クラブ20か所、

 子ども未来プラザ2か所、保育所32か所、

 道路保全事務所、立石駅周辺地区街づくり事務所、

 公園管理所、総合教育センター、郷土と天文の博物館

(実施個所は抽出）

未　定

　会計管理者の権限に属する現金の出納に関する事務の執行

　住民監査請求に
　基づく監査

随　時 随　時

 各基金運用状況報告

　健全化判断比率審査
7月中旬から
8月下旬まで

令和４年度
 実質赤字比率、連結実質赤字比率、
 実質公債費比率、将来負担比率

　例月出納検査
毎　月

（原則24日）

　基金運用状況審査
7月中旬から
8月下旬まで

令和４年度

令和５年度　監査スケジュール

監 査 の 種 別 ・ 期 間 監 査 の 対 象 年 度 ・ 箇 所 等

定

期

監

査

 主に
　令和４年度
　工事及び関連
　委託

工

事

監

査

 主に
　令和５年度
　工事及び関連
　委託

 区長部局

 営繕課、道路建設課、道路補修課、公園課
　　　　　　　　　　　　　（実施箇所は抽出）

 営繕課、道路建設課、道路補修課、公園課
　　　　　　　　　　　　 　(実施個所は抽出)

第３回
(出先機関）
(行政委員会）

第１回
4月上旬から
10月中旬まで

(実地監査は随時実施)

9月下旬から
3月下旬まで

第２回

第２回
(教育委員会事務局）

（学校）

9月下旬から
2月上旬まで

  主に
　 令和４年度
　 令和５年度

12月下旬から
3月下旬まで

　決算審査
7月中旬から
8月下旬まで

令和４年度

　財政援助団体等監査
 9月上旬から
 2月上旬まで

 主に
　令和４年度

　行政監査 未　定

 各会計歳入歳出決算書、決算事項別明細書、
 実質収支に関する調書、財産に関する調書

 出資団体、補助金交付団体、公の施設の指定管理者及び
これらの主管課 　 　（実施箇所は抽出）
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(別　表)

監　査　等　区　分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

第 １ 回 定 期 監 査
（ 庁 内 等 ）

第 ２ 回 定 期 監 査
（教育委員会事務局・学校）

第 ３ 回 定 期 監 査
（出先機関・行政委員会）

第 １ 回 工 事 監 査
（令和４年度後半工事等）

第 ２ 回 工 事 監 査
（令和５年度前半工事等）

行 政 監 査 （ 未 定 ）

財 政 援 助 団 体 等 監 査

決 算 審 査

基 金 運 用 状 況 審 査

健 全 化 判 断 比 率 審 査

例 月 出 納 検 査
（ 毎 月 原 則 ２ ４ 日 ）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

住民監査請求に基づく監査
　　　　(随　時）

令和５年度　監査実施時期一覧
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